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第３回 

砂川市立小中学校適正配置計画検討委員会 

 

と き：令和元年１０月２日（水）午後６時～ 

ところ：砂川市公民館 第２研修室 

 

 

 

 【会議次第】 

 

 

   １．開  会 

 

 

   ２．挨  拶   検討委員会会長 

 

 

   ３．報告・説明事項 

    ①前回協議に係わる意見・質問の回答【考察用資料】 

    ②小中一貫教育について 

 

   ４．協議事項 

    ①適正配置の推進に係わる考え方について 

    ②適正配置に伴う小中一貫教育の導入について 

③適正配置計画の策定例について 

 

 

５．そ の 他 

  第４回検討委員会の日程  令和元年  月  日（ ） 
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１．前回協議に係わる意見・質問の回答【考察用資料】 

 

（１）適正配置に伴う小学校数の比較 

・基本方針の児童生徒数の予測推移を基礎として記載 

・２校は中学校区及び中央小学校を石山中学校区とした場合を想定している 

 

主な事項 １校とする場合 ２校とする場合 

適正な学校規模 

（通常学級数） 

確保が可能 

（クラス替えができる） 

確保・維持は困難 

（クラス替えは難しい） 

校 舎 
既設校の増改築 又は 

新校舎建設 

既設校舎を活用 

（状況により一部改修あり） 

通学距離 
現行児童数の３割強が 

４㎞以上となる見込み 

現行児童数の２割強が 

４㎞以上となる見込み 

小中一貫教育 

円滑な運用が期待できる 

・１校対１校により、スムーズな

運用が期待できる 

・中学校に併設させ、学校間の距

離的なメリットが期待できる 

運用が難しくなることも 

・１校対２校のため、やや調整等

が難しくなる可能性がある 

・学校間の距離的なメリットは

期待できない 

 

いずれ１校に統合

するとした場合の 

おおよその流れ 

（見込み） 

 

統合準備    ２～３年 

校舎建設の場合 ５～７年 
 

統合準備 ２～３年 

 

  

 １校に統合 ２校統合完了 

 

 

数年～十数年？運用 

 

統合準備 ２～３年 

 

１校に統合 

 

 

 

 

 

 

所要年数：５～７年？ 

所要年数：10～20年？ 

（新校舎建設なしの場合） 

３．報告・説明事項 
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（２）義務教育学校（小中一貫教育）と子育て支援施策との関連 

「砂川市子ども・子育て支援事業計画」では、子育て支援施策の一環として、就学児童の健

やかな成長を支える目的で、保育所・幼稚園と小学校間での連携や引継ぎが適切に図られる体

制を推進することとしており、教育・保育の関連性は重要であることを示しています。 

ただ、義務教育学校との関連については、学校教育の中に含まれるものと解しているため、

特に明記はされておりません。 

義務教育学校に限定した子育て支援の関連施策はありませんが、義務教育学校の導入により、

幼保小連携において円滑かつ効果的な運用が見込まれるものと考えられます。 

 

（３）砂川中学校の敷地面積 

・建物敷地面積               22,288 ㎡ 

 内 校舎＋体育館敷地面積         8,598 ㎡ 

   校舎前敷地（駐車場＋駐輪場等）  約 10,100 ㎡ 

・グラウンド敷地面積            23,610 ㎡ 

 

（４）小中学校の維持管理経費 

単位：千円（千円未満四捨五入） 

 区 分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 備  考 

小学校 学校管理費用 162,186 167,147 135,382 人件費・光熱水費・修繕費等 

教材教具費用 4,506 4,516 4,502 教材備品等 

その他の費用 755 870 751 インターネット費等 

計 167,447 172,533 140,635  

中学校 学校管理費用 83,277 81,307 83,711 人件費・光熱水費・修繕費等 

教材教具費用 2,623 2,607 2,538 教材備品等 

その他の費用 201 253 202 インターネット費等 

計 86,101 84,167 86,451  

総計  253,548 256,700 227,086  

  ※臨時費を含む 

 

（５）学校建設・施設整備に係わる国庫補助 （令和元年度現在） 

  ・「公立学校施設整備費負担金」  負担割合 原則１／２ 

  ・「学校施設環境改善交付金」   負担割合 原則１／３ 
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■参考～学校統合に係わる事務事項 

 

 ○文部科学省 

「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（平成２７年１月） 抜粋」 

 

 

【統合に伴う諸事務の計画的な実施】 

 統合に際してはその前後に膨大な事務が発生することに留意する必要があります。具体

的な事務は統合の形態や規模等に応じて、一概に言えませんが、一般的には下記のような

ものが想定されます。 

 

① 統合後の学校の校舎位置の決定 

② 校名、校章、校旗、校歌、校則、校訓等の決定に向けた調整 

③ 修学旅行や遠足等の行事、特色ある教育活動等の調整 

④ 制服、かばん、その他学用品の調整 

⑤ 教材、教具、備品、図書等の整理・廃棄、他校での利活用等の調整 

⑥ 学校史の編さん 

⑦ 廃校となる学校の歴史に関わり保存展示すべきものの選定・保存方針の決定（校旗・

校章、校名板、校歌、児童生徒の制作物、各種寄贈物、賞状・トロフィー等） 

⑧ 同窓会名簿等の整理・統合方針の決定 

⑨ 学校保管金、ＰＴＡ会計などの整理・引継ぎ 

⑩ 記念式典の準備、実施 

⑪ ＰＴＡ規約の改訂、役員等の再選出 

⑫ 統合後の学校運営協議会や学校関係者評価、学校評議員等のメンバーの調整 

⑬ 学校医や学校歯科医等の配置に関する調整、各種非常勤職員の任用に関する調整 

⑭ 通学区域に関する規則の改正、スクールバスの購入や運行委託、運行計画の策定 

⑮ 廃校となる校舎・校地の跡地利用の検討 
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２．小中一貫教育について 

 

（１）小中一貫教育とは 

 

  小学校から中学校までの 9 年間の義務教育を一貫して行い系統的な教育を目指すもの。 

 学年の区切り（教育課程）を、現行学制の 6・3 制から 4・3・2 制や 5・4 制などに市

町村や学校法人の判断で変更が可能とする制度です。 

 小学校と中学校が校舎や組織・運営を一体化させて教育活動を行う｢施設一体型｣と、既

存の小学校と中学校がそれぞれの校舎や組織・運営を維持しながら教育活動を行う｢施設

分離型｣の 2 種類に大別されます。 

 

（２）小中一貫教育における教育課程（カリキュラム）とは 

 

小中一貫教育の教育課程の基本は、修了時点での生徒像を具体的に描いて、義務教育９

年間でどのように児童生徒を育成するのか編成するものです。 

この目標をもって、９年間の教育課程（カリキュラム）を作成し、実施、検証、改善を加

えながら、教育・指導をするものとされています。 

 

（３）学習の系統性とは 

 

単純に言えば、小学１年生から中学３年生までの、全ての単元や題材を洗い出し、中学

３年までに学ぶ単元・題材が、それぞれ各学年のどこと関連しているか確認をした上で、

９年間を通じて基礎的・基本的な知識や技能が確実に習得されるよう有用的な構成を図る

ことです。 

 

 

 ■教育課程（カリキュラム）のイメージ 

   【従来】      【小中一貫教育の例】 

小学校 

６年間 

 

前期 

５年間 

 

第１S 

４年間 

 

第２S 

３年間 
後期 

４年間 
中学校 

３年間 
第３S 

２年間 

 

 

市町村等の判断で、 

９年間を見通した 

教育課程（カリキュラム）

の編成が可能に 
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（４）小中一貫教育に期待するものは 

 

文部科学省が取りまとめた、これまでの全国の小中一貫教育の実施結果によれば、 

 

 

 

 

 

 

  といった成果が見受けられ、この背景から文部科学省でも少子化に向けた学校のあり方

として、小中一貫教育を推奨している状況にあります。 

 

（５）義務教育学校とは 

 

義務教育学校とは、小学校課程から中学校課程まで義務教育を一貫して行う学校です。 

学校教育法の改正により平成２８年に新設された学校教育制度で、小中一貫校の一種に

なります。 

施設形態では、小学生が学ぶ前期課程と中学生が学ぶ後期課程を同じ校舎にした「施設

一体型」と、学年の区切り等で校舎が別の場所にある「施設分離型」があります。 

なお、義務教育学校の教員は原則として小学校と中学校の両方の免許状を持つことが必

要となります。 

 

  ■義務教育の学校種 

 

 

       （２つ）                （３つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義務教育学校の主な特徴 

 ◇小学校課程から中学校課程との系統性を考慮した教育課程の導入が可能 

◇小学生の段階から教科担任制が導入できる 

◇小学生の段階から定期考査（中学生の期末試験等）ができる 

◇学校行事を小中一体して実施できる 

◇小学生の段階から部活動の指導を受けることが可能 

 

小学校 中学校 小学校 中学校 義務教育学校 

◇中学生の不登校の減少 

◇学力調査などの平均正答率の上昇 

◇児童生徒の規範意識の向上 

◇異年齢集団での活動による自尊感情の高まり 

◇教職員の児童生徒の理解や指導方法の改善意欲の高まり 
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（６）小中一貫型小中学校と義務教育学校の違いは 

 

小中一貫校は改正法により、｢義務教育学校｣という新たな学校の種類として位置付けら

れており、目的に大きな違いはありません。 

ただし、学校形態が「小学校」「中学校」「義務教育学校」に分類されるため、小中一貫型

の小中学校はそれぞれ校長がいますが、義務教育学校は１人であるとか、教員の免許状の

条件も異なるなど、運営に関して違いがあります。 

 

 

  ■小中一貫教育のイメージの例 

    【義務教育学校】            【小中一貫型小中学校】 

 

 

 

 

 

 

 

   （１つの校舎が基本） 

 

 

 

  ■義務教育学校と小中一貫型小中学校の主な違い 

 義務教育学校 小中一貫型小中学校 

学校単位 
一つ 複数 

校舎の数 基本 一つ 基本 複数 

校長 
１人 小中学校 

それぞれ 

教員組織 一つ 複数 

教員免許 原則、小中学校両方の免許状 所属する学校の免許状 

学級数標準規模 １８学級～２７学級 
１２学級～１８学級 

（小中学校とも） 

入学式・卒業式 入学式・卒業式ともに１回 従来の形式（小中学校それぞれ） 

校則 一つ 小中学校それぞれ 

児童・生徒会 一つ 小中学校それぞれ 

 

 

 

  

中学校 
小学校A 小学校B 
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（７）適正規模・適正配置と小中一貫教育の関連性 

 

適正規模・適正配置と小中一貫教育は、充実した教育環境の整備という点では、関連性

はありますが、基本的に課題については異なります。 

例えば、適正規模・適正配置では中一ギャップは解消できず、小中一貫教育では児童生

徒数の減少に対する課題は解消できません。 

子どもたちの学力や社会性等を育むには、両輪が上手くかみ合うことが重要と考えます。 

 

 【中一ギャップとは】 

中 1ギャップとは、一部の児童が、小学生から中学 1年生に進学した際に、心理・学問・

文化的なギャップと、それによるショックで、学習内容や生活リズムの変化に馴染めず、い

じめが増加したり不登校になったりすることを言います。 

文部科学省によれば、不登校やいじめの問題は、小学校から中学１年になるとき、経年的

な傾向からその割合が高くなることが明らかになっている一方で、中１から中２、中２から

中３にかけても同じような割合で多くなっており、単に中１のギャップを解消するだけでは

根本的な問題は解決できないとしています。 

 

 

 

 

★義務教育学校（小中一貫教育）は…例えば… 

                次のことなどに、期待できます 
 

 

 ○早い段階で、先を見通した教育課程の組み立てや 

  専科教員の指導（例えば英語の授業）が受けられる 
 
 

 ○小学生の段階からの部活動に係わる 

技術的指導が受けられる環境になる 
 
 

 ○幅広い年齢階層での活動等により、規範意識や社会性の向上が見込まれる 
 
 

 ○多くの児童生徒が一つの校舎に通う場合、大きな集団が形成されやすくなり、

登下校時の安全性がより高まる 
 
 

 ○年齢幅が広く大きな学校行事の開催が可能となり 

連帯感や協調性の向上が見込まれる 

 

 

 



8 

 

１．適正配置の推進に係わる考え方について 

 

適正規模・適正配置を進めていく上で検討すべき事項は、大きく、学校規模等のハード

面と教育課程の充実等を図るソフト面に分類されます。 

両者とも、より良い教育環境を整備する点においては当然に重要なことであり、優劣を

付けるものではありませんが、小中一貫教育による新たな教育課程（カリキュラム）の導

入を考慮した場合、学校の配置位置や学校施設整備の方法に影響してくることから、計画

の円滑かつ的確な推進を鑑みて、手法や組み立てに係わる方向性を明確にもつことが必要

と考えます。 

 

【適正配置の進め方に対する考え方】 
 

◎ 学校の配置位置、学校施設整備の方法（増改築／新設）、小中連携、教育 

課程等に影響 

 

 

A 従来の小中学校の形態を維持した適正配置の推進 

（学校規模＝ハード中心） 

 

   ・適正規模の確保を基本とする考え方 

・学校の配置は、小中学校併設が望ましいとは考えられるが、基本、要件的な 

 ものはない 

※ 小中一貫教育は学校配置のあり方を見て検討・推進する 

 

 

B 小中一貫教育の導入を基本とした適正配置の推進 

（一貫教育＝ソフト中心） 

 

・小中一貫教育を推進する中で、適正規模を確保する考え方 

・学校の配置は、小中学校を併設させるか一体型とする方向になる 

※「小中一貫型学校」及び「義務教育学校」いずれかを選択 

 

 

 

 

４．協議事項 
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２．適正配置に伴う小中一貫教育の導入について 

 

本項は先般の検討委員会の協議内容を踏まえ、適正配置（学校集約）を前提に小中一貫

教育を目指す場合の概ねの流れを示したものです。 

 

※ 中学校は、砂川中学校の現校舎の活用が見込めるため、小学校より先に統合するこ

とが可能と考えて整理。 

 

 

１ 小中一貫型学校を設置 （小中学校とも１校とする場合） 

 

 

 

 

 

 

 

             ●建設地の選定が必要 

 

◎ 統合小学校を砂川中学校に併設させ、廊下で結ぶなど連結させることで、より効率的・

効果的な小中一貫教育の実施が見込める。 

 

 

 

 

２ 義務教育学校を設置 

 

 

 

 

 

    いずれか 

 

                     

         ●建設地の選定が必要 

 

 

砂川中学校 

を活用 

新校舎建設 

中学校を 

先行統合 

砂川中学校の増築 

（小学校校舎併設） 
小学校の統合時 

又は 

小中学校同時に統合 

 

義務教育学校 

砂川中学校を活用 
中学校を統合 

（先行統合もあり） 

小学校校舎新設 

（又は既設校舎増設） 

小学校を 

統合 

統合小学校 

統合中学校 

 

小中一貫型学校 

【学校施設】 

【学校施設】 
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砂川市立小中学校 適正配置計画 

【策 定 案】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和●年●●月●●日 

砂川市立小中学校適正配置計画検討委員会 

 

 

 

たたき台 
（基本方針に基づく考察資料） 
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Ⅰ 基本的な事項 

 

１ 基本的理念 

本計画の策定にあっては、砂川市立小中学校適正配置基本方針等の考え方に基づき、

子どもたちの健全な成長を図ることを優先的に考えて、充実した学校環境の整備等につ

いて整理するものとします。 

 

２ 計画の目的 

本計画は、砂川市立小中学校適正配置基本方針が掲げる事項を具現化するため、その

手法や手段及びそれらに係わる見解等を示し、次の事項を中心に中長期的な見通しを立

てることを目的とします。 

①学校規模の適正化（学校の小規模化の対応措置） 

②学校教育に係わる関連施策の推進（特色ある学校づくり） 

 

３ 計画の位置付け 

砂川市第７期総合計画及び砂川市教育目標、砂川市教育推進計画、砂川市立小中学校

適正配置基本方針に準ずる個別の計画とします。 

 

４ 計画の期間等 

本計画の期間は、砂川市第７期総合計画と同様に令和３年度より 10 年間とします。 

 

５ 計画推進に係わる考え方 

①計画の見直し 

   砂川市総合計画、砂川市教育目標等の上位計画及び方針において、今後、人口動態

や社会情勢、教育を取り巻く環境の変化等により見直しが生じた場合は、適宜、必要

に応じて改訂するものとします。 

②計画の遂行 

 適正配置が長期化した場合は、学校の小規模化の進行を招くなど、課題解決の遅延

により、保護者をはじめとした関係者の不安を大きくする可能性があるため、計画の

遂行はもとより、必要な協議が生じた場合は、慎重に臨む一方で可能な限り迅速に執

り進めるものとします。 

③情報の発信・共有等 

   計画の推進にあっては、行政と保護者、地域、学校が意思疎通を図りながら円滑に

進めることが望ましいと考えられるため、当該計画の内容を含め、学校区ごとに説明

会を行うなど、情報の発信・共有に努めることとします。 

 

※赤下線＝前回資料からの修正箇所 
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Ⅱ 学校規模の適正化 

 

１ 適正化に係わる考え方 
 

 市内の児童生徒数においては、平成 31 年度当初の段階で、現在の５校に集約された

当時から約４割まで減少するなど、将来的に学校の小規模化が進行している傾向にある

中、基本方針が掲げる適正な学校規模を確保するには、学校の統合は必要な手段である

と考えられます。 

  また、適正な教育環境を整えるには、学校規模の確保だけではなく、学力の向上と定

着、いじめや不登校への対策、社会性や協調性、規範意識の涵養など、新学習指導要領

の円滑な実施を鑑みた教育・指導体制の充実に加え、小中学校間の連携を一層強化する

必要があると考えます。 

  このため、小中学校の適正化については、学校の統合により学校規模を確保するもの

としながら、教育効果を高めるために義務教育学校の設置も鑑みた小中一貫教育の導入

促進に向け、一連的な考え方に基づいた整備が必要と考えます。 

 

 

 

 

 

 

■通常学級の学級数と児童生徒数の予測推移 

基本方針より（算定基礎資料：住民基本台帳（H31.3 末現在）） 

単位：級・人 

小 学 校 ２年度 

（2020 年度） 

３年度 

（2021 年度） 

４年度 

（2022 年度） 

５年度 

（2023 年度） 

６年度 

（2024 年度） 

７年度 

（2025 年度） 

級数 児童 級数 児童 級数 児童 級数 児童 級数 児童 級数 児童 

砂川小 ８ ２１１ ８ ２０５ ７ １９２ ６ １７７ ６ １８５ ６ １７０ 

豊沼小 ６ ８３ ６ ８４ ６ ８３ ６ ７９ ６ ７８ ６ ７８ 

中央小 ６ １３６ ６ １２４ ６ １２０ ６ １０９ ６ １０６ ６ １０８ 

空知太小 ６ １０５ ６ ９７ ６ ９５ ６ ９２ ６ ９３ ６ ８４ 

北光小 ５ ５０ ６ ５３ ６ ５６ ６ ５５ ６ ５７ ６ ５４ 

合計 ３１ ５８５ ３２ ５６３ ３１ ５４６ ３０ ５１２ ３０ ５１９ ３０ ４９４ 

 

中 学 校 ２年度 

（2020 年度） 

３年度 

（2021 年度） 

４年度 

（2022 年度） 

５年度 

（2023 年度） 

６年度 

（2024 年度） 

７年度 

（2025 年度） 

級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 

砂川中 ９ ２６５ ９ ２５８ ９ ２４５ ８ ２４２ ６ ２１５ ６ ２００ 

石山中 ３ ９３ ３ ８６ ３ ８６ ３ ８２ ３ ７７ ３ ８０ 

合計 １２ ３５８ １２ ３４４ １２ ３３１ １１ ３２４ ９ ２９２ ９ ２８０ 

 

学校規模の適正化 ： ① 学校の適正規模は統合により確保する 

② 学校の適正配置は、小中一貫教育の推進 

を鑑みて整備する 
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２ 小学校の統合（適正化） 
  

小学校の学校規模の適正化を図るには、児童数の将来予測推移から、５校を１校にし

なければ確保できない状況にあります。 

小学校の統合にあっては、１・２校ずつ段階的に集約する方法も考えられますが、適

正規模の確保には至らない状況は変わらず、また、教育環境の統一的な整備や今後の小

中連携等の円滑な推進を鑑みて、１校への集約を目指すこととします。 

 

 

 

■学校統合（１校）時の通常学級数と児童数の予測推移          単位：級・人 

 ２年度 

（2020 年度） 

３年度 

（2021 年度） 

４年度 

（2022 年度） 

５年度 

（2023 年度） 

６年度 

（2024 年度） 

７年度 

（2025 年度） 

級数 児童 級数 児童 級数 児童 級数 児童 級数 児童 級数 児童 

１年 ３ ７８ ３ ９４ ３ ９０ ３ ７２ ３ ９０ ２ ７０ 

２年 ３ ９５ ３ ７８ ３ ９４ ３ ９０ ３ ７２ ３ ９０ 

３年 ３ ８３ ３ ９５ ３ ７８ ３ ９４ ３ ９０ ２ ７２ 

４年 ３ １０６ ３ ８３ ３ ９５ ２ ７８ ３ ９４ ３ ９０ 

５年 ３ １０７ ３ １０６ ３ ８３ ３ ９５ ２ ７８ ３ ９４ 

６年 ３ １１６ ３ １０７ ３ １０６ ３ ８３ ３ ９５ ２ ７８ 

計 １８ ５８５ １８ ５６３ １７ ５４６ １７ ５１２ １７ ５１９ １５ ４９４ 

 

 

３ 中学校の統合（適正化） 
  

中学校においては、現在、砂川中学校が各学年３学級と適正規模の範囲内にあるもの

の、生徒数の将来予測推移から現状を維持することは困難にあり、また、石山中学校に

おいては、クラス替えができない状態に加え部活動の選択肢も制限があるなど、学校の

小規模化に伴う影響が大きいことから、教育環境の統一性を図ることも鑑みて、両校統

合を目指すものとします。 

 

 

 

■学校統合（１校）時の通常学級数と児童数の予測推移          単位：級・人 

 ２年度 

（2020 年度） 

３年度 

（2021 年度） 

４年度 

（2022 年度） 

５年度 

（2023 年度） 

６年度 

（2024 年度） 

７年度 

（2025 年度） 

級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 級数 生徒 

１年 ４ １１３ ４ １１４ ３ １０５ ４ １０６ ３ ８２ ３ ９３ 

２年 ３ １１８ ３ １１３ ３ １１４ ３ １０５ ３ １０６ ３ ８２ 

３年 ４ １２７ ３ １１７ ３ １１２ ３ １１３ ３ １０４ ３ １０５ 

計 １１ ３５８ １０ ３４４ ９ ３３１ １０ ３２４ ９ ２９２ ９ ２８０ 

小学校の適正化 ： 小学校５校を１校に集約（統合）する 

中学校の適正化 ： 中学校両校を１校に集約（統合）する 
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４ 学校校舎 
 

（１）小学校 

  小学校全校を１校に統合する場合、通常学級及び特別支援学級を合わせた教室数の確

保では、現時点で教室数が一番多い砂川小学校でも１８教室（R1.5.1 現在）となってお

り、児童・学級数の予測推移から教室数が不足すると推察されます。また、統合に伴う

特別教室の確保・充実、さらには駐車場等の附帯する施設整備を勘案すると、既設校舎

のままの規模では活用は見込めない状況にあります。 

このため、小学校については、校舎を増築する大規模な改修または新校舎の建設が必

要になると考えられますが、殆どの小学校が築３０年以上を経過し、いずれ長寿命化工

事の対象となることを鑑みて、統合する小学校については、新校舎建設を基本とするこ

ととします。 

 

 

 

 ■小学校の建築年と教室数         （R1.5.1 現在） 

学 校 校舎建築年 
通常教室数 

（特別支援教室含む） 

多目的 

教室 

特別 

教室数  
【１校に統合】 

砂川小 昭和４８年 １４室 ４室 ９室 

通常教室数 

（特別支援教室含む） 

２２～２５室 

必要と見込む 

豊沼小 平成 ４年  ９室 ２室 ７室 

中央小 平成 ３年 １０室 ５室 ７室 

空知太小 昭和６３年（改築） １０室 １室 ８室 

北光小 昭和６１年 ９室 １室 ５室 

 

 

（２）中学校 

中学校校舎については、生徒数の予測推移から両校統合後の校舎は砂川中学校の現状

施設規模で対応が可能と判断できることから、砂川中学校の活用を基本とします。 

 

 

 

 ■中学校の建築年と教室数         （R1.5.1 現在） 

学 校 校舎建築年 
通常教室数 

（特別支援教室含む） 

多目的 

教室 

特別 

教室数  
【１校に統合】 

砂川中 平成 ７年 １２室 ８室 １５室 通常教室数 

（特別支援教室含む） 

１６～１９室 

必要と見込む 

石山中 昭和４６年 ５室 ２室 １４室 

 

 

小学校の校舎 ： 新校舎の建設を基本とする 

中学校の校舎 ： 砂川中学校の活用を基本とする 
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５ 学校に付帯する関連施設の整備 
 

  学校校舎以外の付帯する施設に関しては、体育館・グラウンド・遊具スペースについ

ては当然に校舎と同じ敷地内に整備されるものでありますが、その他施設（駐車場等）

については、敷地面積の許容量もあるため、近接地等への設置も考慮して整備すること

とします。 

なお、学校に関連する施設整備については、学校ニーズを把握する中で措置するよう

努めます。 

 

 

 

 

 

６ 学校の位置 
 

  学校を配置する位置に関しては、災害の影響を受けにくい地域であることや、交通機

関も考慮した通学時の安全性、他の教育関連施設の利活用に係わる利便性などに配慮す

る必要があり、加えて保護者の負担や地域との関係性も考慮しなければなりません。 

  これらのことを踏まえると、現に学校がある地域を優先に考え選定することが望まし

く、また、今後の小中一貫教育の円滑な推進等、以下の利点も鑑みて、可能な限り、統

合後にも活用する砂川中学校の近接地に小学校を設置するものとします。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校の位置 ： 小学校と中学校は可能な限り近接させる 

■小中学校の隣接により考えられる利点 

○教員の乗り入れ授業の実施等、小中学校間の連携体制が構築しやすくなる 

○小中一貫教育の推進にあたり、円滑な実施が見込まれる 

○コミュニティ・スクールの運営に関し、双方の連携・協力体制が容易になる 

○通学支援策（スクールバス運行）において、効率化と高い利便性が見込まれる 

○登下校時に、一定の集団が形成されやすく、安全性の一層の確保が期待できる 

学校付帯の関連施設 ： 原則、校舎と同一敷地内に確保する 
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７ 通学手段の確保 

 

学校の統合により、基本方針が掲げる通学距離及び通学時間の基準の範囲を超える児

童生徒に対して、通学支援に係わる事業を実施するものとします。 

 

①スクールバスの運行 

  スクールバスの運行に関しては、子どもたちの通学による体力増強に配慮しつつ、次

の事項を基本として運用することとします。 

  なお、スクールバスの運営形態については、運行の確実性と安全性を第一に効率的で

利便性の高い運用となる手段を選択することを基本とします。 

  また、運行に係わる詳細事項は、以下の要件を原則として必要に応じ別途保護者と協

議するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その他の通学支援 

  通学支援策については、スクールバスの運行を原則としますが、効率性や利便性など

を考慮し、それらによることが適当でないと判断される場合は、他の手法について検討

するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学手段の確保 ： 通学支援策として、スクールバスを導入 

■スクールバス運行に係わる基本的事項 

【通学時間】 通学の片道にかかる総時間は１時間以内とする 

【対 象 者】 自宅・学校間の通学距離が小学生で４㎞以上、中学生で６㎞以上 

※ 通学距離の測定は、公道を利用した最短距離とする 

【停 留 所】 統合により利用されなくなる校舎を起点（集合地点）として活用し、 

原則、学校まで直運行とする 



18 

 

 

 

Ⅲ．関連施策の推進～特色ある学校づくり 

 

１ 小中一貫教育の推進 

  小中一貫教育に関しては、教育効果を高める上で有効な施策であることから、今後、

保育所・幼稚園、高校との連携も鑑みて、適正配置の実施に併せて導入することとしま

す。 

  また、運用する形態については、学校施設の物理的な要件が整う場合には、小中一貫

教育の効果を高めるために、義務教育学校の設置を目指すこととします。 

  なお、義務教育学校の設置が諸要件により多くの時間を要し、小中一貫教育の導入が

適正配置より大きく遅延させる可能性があると見込まれる場合は、小中一貫型の小学校

及び中学校を設置し、そこから進展させる手法を取り入れるなど、一貫教育の早期実現

を鑑みて柔軟な措置も視野に入れて進めることとします。 

  なお、事業の推進に関しては、必要に応じ、学識経験者や保護者等の関係者による専

門的な機関を組織し、協議・検討を行い、別途計画等について整理するとします。 

  【類型】 義務教育学校／小中一貫型小学校・中学校 

  【設置】 同一の設置者 

  【形態】 義務教育学校は「施設一体型」 

小中一貫型小学校・中学校は「施設隣接型」または「施設分離型」 

 

 

 

 

 

２ 学校と地域のコミュニティの確保 

  適正配置に伴う地域との接点については、コミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）を積極的に活用する中で、地域と協働しながら子どもたちの成長を支える学校づ

くりを目指します。 

また、コミュニティ・スクールについては、必要に応じ、適正配置に係る関連施策の

協議・推進においても参画・協力を依頼するとします。 

 

 

 

 

 

 

小中一貫教育の推進 ： 適正配置と併せて小中一貫教育を導入 
義務教育学校の設置を目指す 

学校と地域のコミュニティ ： コミュニティ・スクールの機能を活用 
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３ 特別支援教育（通級指導教室）の充実 

  適正配置に伴い、特別支援学級も集約されることとなるため、教員の配置を含め充実

に向けた必要な環境を整備します。 

また、中学校の適正配置に伴い、中学校における通級指導教室の設置に向けて検討を

開始し、重点的な施策として早期実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

４ その他関連施策の推進 

  児童生徒に対してより良い教育環境、教育指導に繋がる事業については、積極的に執

り進めることとし、必要によっては適正配置に先行して実施します。 

  【想定される主な事業】 

   ・校務支援システムの導入 

   ・給食費の公会計化 

 

 

 

 

 

Ⅳ．その他関係事項 

 

１ 学校施設の取り扱い 

  学校施設においては、本来の学校機能のほか避難所や地域コミュニティの場など、多

様に活用されていることから、学校統合の状況によっては大きな影響を受けることも想

定されるため、取り扱いについては、適正配置の進行に合わせて関係部署や関係機関な

どと連携・協議を図りながら、適切な措置に努めることとします。 

 

 

２ 計画の推進・遂行の留意点 

当該計画の推進・遂行については、多額の事業費を要することも推察されるため、地

域や保護者はもとより、まちづくりへ与える影響を考慮しながら、効果や効率性、さら

には合理的な手法を十分鑑みて執り進めることとします。 

 

特別支援教育（通級指導教室） ： 中学校の通級指導教室設置を重点 
事項とする 

関連施策の推進 ： 子どもたちに有用なものは適切な時期に導入を図る 
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Ⅴ．計画のスケジュール 

 

  適正配置の実施に係わるスケジュールにおいては、最上位計画である砂川市第７期総

合計画に合わせ、令和３年度より本格的に開始し、当該計画期間内の完了を原則としま

す。 

  ただし、新学習指導要領の円滑な推進を始め、子どもたちに少しでも早くより良い教

育環境を提供するために、可能な限り早期実現に向け努めることとします。 

 

【小学校の統合】 

  令和●●年度の開設を目指します。 

  ※ 統合に係わる調整及び諸準備等に係る期間を２年、新校舎建設に伴う設計及び建

設に４年を要するものと考えます。 

 

【中学校の統合】 

  令和●●年度の開設を目指します。 

  ※ 統合に係わる調整及び諸準備等に係る期間を２年と考えます。 

 

【スクールバスの導入】 

  中学校の統合と同時期の導入とします。なお、試行運用期間が必要な場合は、学校統

合に先駆け導入することとします。 

 

【小中一貫教育の導入】 

  小学校の統合時期に合わせ、令和●●年度の導入を目指します。 

 

【その他関連施策の推進】 

  基本、適正配置に並行して推進しますが、必要性等を考慮し導入可能なものについて

は、適正配置の時期にこだわらず適切な時期に導入を図るものとします。 

 

■計画の流れ（イメージ） 

 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ～ 12年度 

小学校統合                   

中学校統合                   

小中一貫教育                   

スクールバス                   

                   

 


